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社会システムとしての流通径路
山東茂一郎
I序説
往昔より今日にいたるまで，財貨移動の作業に携わる者の存在していたこ
とは，普遍的に認められる事実である。もちろん，時代的ならびに場所的背
景の異なるに応じて，作業の目標，作業方式，作業規模においてはもとより，
果たす社会的役割りにおいても懸隔のあったことは，否定し得ない。しかし，
そうした作業の担当者は，財貨の生産と消費とを連結する制度的機構の構成
に寄与してきたという点においては，相共通するところがある。これまで作
業の担当者とりわけこれを専業とするものについては，その果たす機能に即
して，また営む操業の方式に関していくたの叙述が企てられ，また合理的運
営の方策についても，かずかずの提案が試みられてきた。しかるに，そうし
た作業ないし操業の結果として生起する財貨移動の制度的機構およびそれが
財貨移動の有意的作業に及ぽす影響という機構と行動との間に保たれている
相互作用関連については，十分な考察が行届いていない。近年における流通
径路 (marketingchannel; distribution channel)の研究は，こうした欠陥を埋め
ようとするところに，重点が置かれているとみることができよう。
流通径路の概念規定については，一義性を期しがたいQ まず，特定の企業
とりわけ製造企業の政策目的に即して，当該企業の産出する製品の流通に当
たり交渉をもつべき販売業者との関連を内容として構成される場合がある。
チャネル・ボリシーという用語は，そうした概念に支えられて意義をもつも
のである。さらにまた市場経済のもとにおける財貨分散の制度的機構として，
製品の流通径路の客観的捕捉を内容として構成されることもある。これは
marketingまたは distribution という語に固有な二義性によるもので，流通
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径路は，これら 2種の概念が，相互に意味関連を保って統一されているとこ
ろに，本質的意義を見出しうる概念であるといえよう。このように把握され
た流通径路への分析的接近は，これまで比較的等閑視されていた。それは，
(1) 
主として次の理由に基づくものである。
その第 1は，企業をそれが置かれている社会的関連より遊離し，．あたかも
真空の中に存在する孤立の現実体であるかのごとく考察しようとする立場が，
優勢を占めていたということである。その結果，企業と環境との間に保たれ
ている関連，あるいほ企業相互間に結ばれる関係への省察は背後に押しやら
れ，流通径路をシステムとして把握しようとする気運は，容易に醸成される
までにはいたらなかった。
第2にほ，流通径路は事象の複雑性と錯綜性のゆえに，独立の研究領域と
して区画しがたいということである。すなわち，流通径路ほ，それぞれ志向
を異にする多数の企業を成員として構成されているとともに，広範な地域に
わたって拡延されている複雑なシステムであり，しかもそれは，ただに成員
相互間の経済的相互作用にかかわる経済システムであるだけでなく，社会的
ならびに行動的変数によって規定される社会システムであり，さらにまた統
括と支配という政治的勢力の支配する政治システムでもある。それゆえ，流
通径路ほ，ただにマーケティングの観点のみよりそれへの接近を企ててよい
というものではなく，経済学，政治学，文化人類学，地誌学および社会心理
学などの見地よりする学際的アプローチを待って，はじめてその本質に接近
しうるものである。
第3に，流通径路それ自体をシステムとして，独立の研究対象として取上
げることを阻んだ理由の一半は，近年におけるマーケティング思考の推移に
帰することができる。すなわち，マーケティングヘの経営者的観点 (manage-
rial point of viey,)の導入である。それに応じてマーケティングの重心が，企
業の内部管理に移るようになってからは，径路システムそれ自体に対して寄
(1) McCammon, B. C. & Little, R. W., "Marketing Channels: Analytical 
Systems and Approaches", Science in Marketing ed. by G. Schwarz, N. Y., 1965, 
pp. 321-323. 
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せられる関心が稀薄となったことほ否定し得ない。けだし，経営者的観点よ
りすれば，径路に関心が示されるのは，特定の企業が径路への参加を通じて，
自社の市場機会を開発するに当たり，用いうる技法に関連してであるに過ぎ
ないからである。
しかるに，その半面，企業が相互作用関係を媒介として必然的に織込まれ
る垂直的関連を契機として構成される流通径路の本質的解明を助ける風潮が
勢いを加えつつあることを見逃がすことができない。とりわけ，その根源を
機能主義 (functionalism)に発したシステムズ・アプローチおよびそれと本質
的関連をもつ生態学的アプローチのあげた成果には，特に注目すべきものが
ある。以下，こうした研究成果をまずマーケティング管理一般との関係にお
いて概観し，社会システムとしての流通径路の本質観照への道を開きたいと
思う。
r マーケティングのシステム的把握
近年，経営管理の領域に導入され，広範な適用の可能性を示しているシス
テムズ・アプローチは，第2次世界戦争の総合作戦計画を支えたオペレーシ
ョンズ・リサーチの教訓を基礎にして展開されるにいたったもので，まずサ
イパネティックスとして経営管理の分野に適用きれ，その後システムズ・ア
プローチとして普遍化されるようになったもの9である。
システムという概念ほ，本来「相互に緊密に結び合わされて 1つの集団を
形成していると認められる現実体の集合」を内容として構成されるもので，
システムが単なる寄せ集めと区別されるのほ，その構成要素が相互に密接な
作用関連を保って，整序された一体としての存在を保っているということで
ある。システムに相対立するものは，無秩序であり混沌である。マーケティ
ングをシステムとして把握する立場ほ，財貨移動の過程に参与する企業の間
には相互作用関連が保たれているとともに，経営目的の達成に当たっては，
多かれ少なかれ相互依存の関係に置かれている点に注視する。このように捕
えられたシステムほ，構成員の行動によって規定され，これを枢軸として形
成される集団的行動システムであるところから，社会システムの特殊形態と
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(2) 
みなされうるものである。以下，まず，ベル (M..L. Bell)の解説に倣って，
社会システムの要件を尋ね，進んでマーケティング・システムの特質を明ら
かにするための前提たらしめたいと思う。
1. 社会システムの要件
(1) 社会システムについては，その構成員と環境とを識別することが重要
である。システムの構成員は，相互に関連づけられた 1群の実在であり，そ
の間に保たれている機能関連を契機としてシステムが成立する。これを下位
、ンステムとして，当該ツステムをそのうちに包摂する上位システムがある。
これが環境である。システムと環境とを判然と区別することほ困難であって，
、ンステムをどのように理解するかによって，区画もおのずから異なって来る。
したがってシステムと環境とを画する境界は，それぞれの問題領域において
時宜に応じて設定されるに任されるよりほかはない。
(2) 社会システムは構成員に規定されて成立するものであるが，、ンステム
行動に影響を及ぽす要因は，構成員の静的組成ではなく，動的性格をもつ構
成員の状況である。それと同様に，システム構成員と環境とが静的に対向し
ているというだけでは，相互に作用関連が生ずるものではなく＇，変化する環
境条件が両者の間に動的な関連を生起させる。
(3) 社会ヽンステムにおいては，構成員とあわせて環境要因もまた絶えず変
化している。それゆえ，構成員はいずれも自己の行動を調整して変化に対応
しうるよう柔軟性を発揮することが要請される。
(4) 観念的には，環境とまった＜隔絶された社会ヽンステムを構想すること
ができる。閉鎖的ヽンステム (closedsystem)がこれに当たる。システムのはた
らきに重点を置いて考察しようとする場合，環境要因を捨象することも止む
を得ない。しかし，環境条件が不変であるとする仮定が認められる場合は，
きわめてまれである。
(5) 閉鎖ヽンステムの構想のもとにおいても，環境要因のあるものを選んで，
それがシステムの運営に及ぽす影響を確かめてことができる。システムと変
(2) Bell, M. L., Marketing: Concepts and Strategy, Boston 1966, pp. 58 f. 
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化する環境要因との調整が図られてゆく適応の過程を観察することによって，
動的環境とシステムとの関係を実証するに足る手がかりを得ることができる。
(6) 社会システムについてほ，事象の動的把握が重視される。システムの
構成員やその状況の間において均衡が保たれている限り，特に解決を必要と
する問題は生起しない。不均衡状態より脱却して新しい均衡を求めてゆく動
的過程が重視されるべきである。
(7) 社会システムの動的性格よりすれば，その状況において変化すること
のない構成員は，システムの構成に参与する資格のないものである。システ
ムは変化するものを要素として構成される。もちろん．変化の生ずる時間的
間隔や変化の態様には相違があるが，変化の可能なものでなければ、ンステム
の構成要素とはなり得ない。
2. マーケティング・システムの特質
マーケティング・システムが社会システムの特殊形態であるところよりす
れば，社会システム一般に通ずる性格によって規定されることはもちろんで
(3) 
あるが，いま， レイザーおよびケリー (W.Lazar & E. Kelley)にしたがって，
その特質を浮彫りにすると次のごとくである。
(1) マーケティング・システムは，機能的に相互依存関係に置かれている
1団の個人および企業（製造業者，卸売商，小売商および補助機関，場合によって
は消費者を含む）を成員として構成される。
(2) 構成員の間に機能的な相互依存関係を持続させるために必要な相互作
用関連が保たれており，そのうちには，変化への適応，経営刷新および協力
とあわせて競争の動因となるものも含まれている。
(3) 相互作用関連ほ，システムが目標を設定し，活動の標的を定めて，構
成員にシステム参加の意義を確認させ，システム運営に対する協力の心情と
信念を誘発させる起動要因であるとともに，これによって相互作用関連ほー
段と強化される。
(3) Lazar, W. & Kelley, E., "The Systems Approach.to Marketing", Managerial 
Marketing: Perspectives and Viewpoints, Homewood, Illinois 1962, p. 193. 
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(4) システムを支える相互作用関連は，消費者中心的思考が優位を占める
環境のもとにおいて結ばれるとともに，競争的市場経済，法制的および社会
経済的環境諸条件とあわせて，マーケティソグ担当者の間に定着している諸
関係や実務遂行方式などによる制約に服することを免れることができない。
(5) 情報伝達媒体，与信施設，標準化と格付け，市場調査および物的流通
などを内容とするマーケティングに関連する技術が，システムの機能を規定
している。
マーケティング・システムは，このような構成要因を要素とし，制約要因
による規定を受けながら成立するものであるが，マーケティング・システム
において重視されるべきことは，均衡を求めて動く機能的に相互依存関係に
置かれている構成員の間における相互作用関連だけではなく，システムの目
標への到達に構成員がどこまでその関心を分かち合うか，システムの目標達
成との関連において意義をもつ消費者中心的思考が，どの程度受入れられて
いるか，およびマーケティング技術の利用によるマーケティング努力の統合
が，どこまでその成果をあげているかということである。
lI マーケティングヘの生態学的接近
生態学 (ecology)は，生物と環境との関係を研究する生物学 (biology)の1
分科であって，科学としての成立の初期においては動植物に限定されていた
が，今世紀の20年代以降その対象が人間にも拡延され，人間とその環境との
関係を問題とする ‘‘humanecology’' が著しく発展するようになった。こう
して人間の行動を環境に関連づけて研究する学問的風潮が，社会科学の領域
において広まるようになり，社会学においても，経済学においても生態学的
観点よりする考察の立場が，人びとの注目を集めるようになった。マーケテ
(4) 
ィングの研究領域においては，オールダースン (W.Alderson) が，マーケテ
ィング理論の解明に生態学的研究法を援用し多大の成果を収めたことは，一
般に承認されているところである。生態学的アプローチほ，システムズ・ア
(4) Alderson, W., Marketing Behavior and Executive Action, Homewood, Illinois 
1957. 
62 (334) 社会システムとしての流通径路（山東）
プローチと内的関連をもつもので，マーケティングにおける行動システムへ
の接近に寄与するところが大きい。以下，生態学的思考の立湯とそのマーケ
ティングヘの適用につき概観することとしよう。
1. 生態学的思考
生態学においてその関係が問題とされる生物と環境とは，つねに動的過程
のうちに置かれているとともに，その変化の態様も無限に及ぶものであると
されている。生物がその環境と一体として統合されることが生存の条件であ
る。両者は緊密にからみ合っており，これを識別区画することは困難であり，
せいぜい観念的に生物の環境への依存関係を確認することをもって満足する
よりほかはない。生態学的研究の中心は，動植物によって代表される有機体
である。これを構成要素として上位の生態学的システムが形成される。有機
体としての動植物そのものは生物学的システムであり，環境との関連のうち
に織込まれることによって生存を保障されているものである。したがって環
境への適応化を図って，どのようなあり方を示すかが注目される。
これと同様の関係は，社会的有機体についても認められる。家族，行動集
団，都市のごときは，それ自身がシステムであると同時に，上位の社会生態
学的システムの構成要素となっている。社会的有機体の間には勢力の関係が
保たれており，これがシステムの機能を規定する。また情報伝達のための交
信の機構が成立しており，これが動的環境への適態能力を規定する要因とな
っている。
有機体は環境との関連において意味づけられる。環境ほ有機体を取巻く外
在的要因で，それにほ生命のあるものもあれば，生命のないものもある。無
数にある環境要因のすべてが有機体の行動に関連する因子として重視されな
けれぼならぬというのではない。したがって重要なことほ，環境要因の個別
的分析ではなく，有機体と環境一般との関係である。有機体はいずれも一定
の環境条件と接触を保ちながら生存を続けている。有機体はその物質的側面
においても，またその精神的側面においても，相互に影響され合いながら調
和を求めて不断の動きを続けている。こうして形成される調和の関係といっ
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ても決して一様ではなく，完全に協働し合っている場合もあれば，協和の達
成にはほど遠いという場合もある。
社会的有機体がその目標をどの程度達成しうるかは，環境との間に保たれ
ている関係のいかんにかかっている。通例，人間が肉体的にも精神的にも満
足をかちうるのほ，相互に協力の関係が保たれているときであるとされてい
る。しかし，個人または企業の間において激烈な競争が行なわれており，し
かもいずれも生き残ることだけが目標であるというような情況のもとにおい
てほ，調和や協力とはまったくかけ離れた，競争者に破減的打撃を与えるよ
うな状態が，有機体の持続的生存を保障する条件となるというような場合も
ある。したがって，社会的有機体とその環環との接触といっても，時にした
がい場所に応じて相異なる事情のいかんによって，発現の様式はおのずから
相違せざるを得ない。また環境との接触を通じて所期の成果をあげうる場合
もあれば，あるいほかえってその実現が阻止されるという場合もある。有機
体が生存を全うして所期の目標への到達に成功することができるか，あるい
ほここにいたらずして敗退を余儀なくされるかほ，環境との接触が時に応じ
場所に即して適切であり得たかどうかによるところが，きわめて大きい。生
態学的思考の立場ほ，有機体と環境との接触がどのように行なわれているか
を，適応と調整の過程にかかわらせて観察するとともに，有機体と環境との
関係全般を解明するうえに寄与するものである。
2. 生態学的思考のマーケティングヘの適用と「組織された行動システム」
生態学において環境への適応が問題とされる有機体ほ，単一の存在にのみ
限定されているものではなく，それを構成要素として成立する集団にも及ぶ
ものである。生態学的思考展開の過程において，社会的有機体を成素とする
社会的構成体の存在が承認され，集団行動から進んで行為のシステム (system
of action)が注視されるようになった。生態学的思考のマーケティングヘの
適用において，優れた成果を収めたオルク゜ースンは，社会的小集団に着目し，
「組織された行動システム」 ‘‘organizedbehavior system"（以下， O.B.S.と
(5) 
略記する）という概念を構成し，生態学的観点よりするマーケティングヘの接
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近様式を提示したことほ，あまねく認められているところである。
オルダースンの概念する 0.B. S. とほ，共通の目標ないし目的を達成し
ようとして物心両面の諸力を結集し， 1団となって行動している人びとの集
団を意味する。構成員がシステムに参加するのは，必ずしも集団の目標や目
的に特別の関心を寄せているからではなく，そこに地位を占めていることに
対して個人的な期待をかけているからである。集団的行動システムは，その
構成員にそうした地位への期待をかなえさせる限り，よくその機能を発揮し
続けることができるが，そうでなければ集団的勢力は弱まり，構成員ほ離散
し，ついにほ 0.B. S.も解体せざるを得ないこととなる。 0.B. S.は単な
る人びとの集合ではなく，それを取巻く環境との関連において意味づけられ
る生態学的システムとして機能しうるだけの特性を備えたものでなければな
らない。したがって，そこには一定の構造的組織形態が必要とされ，また構
成員相互間にそれを支えるための協定が結ばれなければならない。
システム構成員を組織化し，これを集団化するに当たって欠くことのでき
ない要件ほ，これを統括する勢力関係を明確にし，指揮統制の権限の帰属す
るところを判然たらしめるということである。そうした権威は，経済進展の
過程においてその所在を絶えず変えてゆき，特定の構成員が長くこれを掌握
することはあり得ない。しかし，勢力ないし権威の中心の存在とそれに対す
る他の構成員の帰服随順の関係が， 0.B. S.に統制力と機能力を付与する要
因となっていることは，時代を超越して確認しうる不易の事実である。けだ
し，これなくしては，ッステムとしての目標ないし目的の設定，政策の策定
に導く意思決定は行ないがた＜，組織としての機能を発揮することを妨げら
れざるを得ないからである。
0. B. S.が組織としての機能を発揮するに当たり，これを助成する有力な
他の要因ほ情報伝達の機構である。勢力による統制は，情報を基礎とするこ
とによって，その効果をあげうるものである。そうした意味での情報の伝達
(5) Alderson, W., "Survival and Adjustment in Organized Behavior Systems", 
Theory in Marketing ed. by R. Cox & W. Alderson, Homewood, Il. 1950, 
pp. 65 f. 
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ほ，ただ指示を与えるというような一方的なものでなく，その受容，解釈お
よびフィード・バックの機能をも含む広範なものである。 0.B. S. tま勢力の
構造と相互交信の連絡網によって結合された 1群の有機体を構成要素として
成立するところに，重要な特性が認められる。
マーケティングとの関連において 0.B. s.を考察する場合，経済的な投
入および産出が，当然問題とならざるを得ない。投入とはマーケティング活
動遂行のために供出される物的および人的資源であり，産出とはそれによっ
てあげられる諸種の形態におけるマーケティソグ成果であって，そのうちに
は消費者満足をも含むものである。 0.B. S. tま，投入量と産出量とを対比し
て最大の余剰を獲得することを狙って行動している「操作システム」 ‘‘ope-
rating system"である。こうして生ずる余剰は，経済学的意義における利潤
に相当するものであるが，それは一定の貨幣額をもって表示しうるものでは
なく，したがって会計学的方式による損益計算にはなじまないものである。
しかし，このゆえをもって 0.B. S.における操作の意義は，なんらの消長
を来たすものではなく，むしろここに生態学的意義における操作システムの
特色を認めるべきである。
0. B. S.が生態学的システムであるとされるゆえんほ，存続と成長の条件
を満たすため，つねに環境との調整に志しているところにある。 0.B. s.が
生存を全うしうるのほ，総体システムの中においてその地位を占めることを
許されているからにほかならない。環境の中において占めているこうした地
位が生態的地位 (ecologicalniche)と呼ばれるもので，これはただにシステム
に生存と成長の機会を提供するだけではなく，これを固めることがツステム
存続のための必須の要件である。
マーケティング管理においてほ，その主体であるマーケティング有機体と
その環境との関係が，重要な課題として登場する。マーケティング機能の担
当者は個人である場合もあるが，マーケティソグ活動ほ集団行動として現わ
れる場合が，しまなほだ多い。環境への適応化とそれとの調整のうちに生存と
成長の条件を整える 0.B. S.が，生態学的に把握されたマーケティング・
システムにおいて重要な意義を帯びるとされるゆえんである。管理的見地よ
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りすれば，企業は 0.B. S.の典型であるといえる。企業は 0.B. S．につ
いて要求される諸条件を満たしたとき，その存続と成長を約束される。この
ことは独立の企業が垂直的協力の関係において結ばれる流通径路システムに
ついても当てはまる。流通径路は 0.B. S.の1類型に属するものであると
ともに，生態学的に意味づけられた企業の集団的構造として，＝コー・マー
ヶティング・システム (e~o-marketing system)をその典型において示すもので
ある。それゆえ，生態学的観点よりする行動システム的把握の方式にしたが
うことによって，その本質の解明に接近しうるものである。
lV ニコ ・マーケティング・シスプムとしての流通径路
ニコー・マーケティング・システムとは，マー・ケティングにかかわる個人
および行動ツステムが，その環境を形成している他の個人および行動ツステ
ムと結合様式のいかんにかかわることなく，なんらかの連繋を保ちつつ相互
依存の関係に織込まれて，たがいにその行動を規定し合ってゆくことを内容
として構成される概念で，システム的および生態学的思考の総合の所産であ
る。したがってニコー・マーケティング・システムは，マーケティソグ担当
諸機関の間において結ばれる錯綜した協定の総括を要素として成立するもの
で．マーケティング諸機関相互の関係を全体的かつ動的に捕捉しているもの
であるところに，現実的な意味が付与される。
流通径路に対する伝統的な考察ほ，財貨の所有権の移転に関連させて，そ
の機能を分担する諸機関の垂直的構造に重点が置いて進められ，それら諸機
関の行動やそれを契機として発現する機関相互間の関係についてほ，特に関
心が寄せられることは少なかった。その限りにおいては，流通径路の動的性
格を構成員の果たす役割りと機能に且［して明らかにし，径路の本質的特性を
究明するという立場からは遠ざけられざるを得ない。流通径路をニコー・マ
ーケティ｀ノグ・システムとして把握する見地は，そうした欠陥を補正するも
のであるところに特別の意義が見出される。以下，前2節において跡づけた
システム的考察と生態学的思考の立場に依拠しつつ，流通径路の本質解明へ
の接近を企てることとしよう。
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1. 社会システム概念と流通径路
社会ツステムの備えるべき要件については前に考察したところであるが，
それほ社会システムとしての流通径路についても妥当する。社会システムに
特有な構成様式からも知り得られるように，流通径路のシステム的把握にお
いてほ，その構造要因よりもむしろその構成に参加する者が，動的環境に対
処して構える態度と，とる行動によって誘発される適応の過程に考察の重心
が置かれる。すなわち，流通過程をその構造に即して静的現象として捕える
ことなく，流動と変化のうちに置かれている動的過程として捕捉するところ
に，流通径路に対するシステム的把握の特性が見出される。
システム的考察の立場に導かれて，流通径路における構造的関係を重視し，
これに焦点を合わしてきた伝統的な接近法に代えて，重点を構成員の行動に
移した研究法が優勢を占めるようになった。流通径路を社会ヽンステムとして
把握するとき，変化する環境への適応化を図ろうとする径路全体をあげての
努力を解明するに足る動的要因の考察に主力が傾注ざれざるを得ない。
システム概念の適用によるマーケティング・システムの特性については，
前にレイザーおよびケリーにしたがって明らかにしたが，径路システムに関
(6) 
してほ，その特質を次のように表現することができるであろう。
(1) 径路の構成員がシステム関連を保って結合するところに，機能的な相
互依存関係が成立する。
(2) 相ともに共通の市場機会の開発を狙って，相互に作用関連に入り込む
個人および企業を構成員として，機能の遂行に適応した体制を備えた流通径
路が形成される。
(3) 径路システムには管理センクーがあって，これが通例，集団全体の目
標ないし目的の設定に当たってイニシァティプをとる。その場合，径路の構
成員が個体として，また集団として求めているところを察知し，一定の限界
内においてこれをかなえるよう配意する。
(4) 径路ヽンステムは，マーケティング・システム一般と同様，広範な環境
に取巻かれて存立している。そのうち最も重視すべきものに消費者環境があ
(6) Bell, ibid., p. 133. 
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る。システム行動に影響を及ぼす他の要因には，経済的，競争的および政治
的環境がある。
(5) 径路システムの機能は，マーケティ‘ノグ機能遂行のための手段として
のマーケティング技術による規定を受ける場合が多い。情報伝達機関，情報
収集のための市場調査技術，資金の流動を促進する信用機関，財貨の流動に
関連する物的流通施設などマーケティング技術の整備状況が，径路ツステム
運営の成果に影響する場合が決して少なくない。
2. 生態学的システムとしての流通径路
社会システムとしての流通径路は，同時に生態学的システムとして捕える
に適するものである。およそ，社会事象をシステムとして捕え，これを生態
学的に解明することは，事象の全体論的かつ動的把握の立場 (holistic-dynamic
approach)と相通ずるもので，その根源を機能主義に発する。機能主義とは，
ォルダースンによれば，一定の行為のシステムについてその機能の様式とそ
の決定要因を探求しようとする科学的研究方式で，機能主義はシステム全体
を重視し，システムの目標の達成に対し，構成員がどのような寄与をしてい
(7) 
るかを解明しようとするものである。
したがって，機能主義においては，考察の重点はシステム構造よりもシス
テム行動に置かれざるを得ない。ここに機能主義が生態学的研究法の展開に
導く契機が宿されているのである。社会システムの分析に当たり，生態学的
研究法があげた成果は， 0.B.S.という概念を提供したことである。流通径
路は 0.B. S.の発現方式であるには相違ないが，そのすべてが 0.B. S.と
しての要件を備えているとは限らない。径路が 0.B. S. であるかどうかは，
システム構成員がそれぞれ他の構成員とどこまで利害を分かち合おうとして
いるかによって分かれる。 0.B. S.の概念を径路に適用しうるかどうかは，
径路の実情に即して判定されなければならない。径路の構成員が，システム
の効率を上げるという共通の目標を達成することを指向して協力の体制を固
めるとき，径路はお座なりの企業間の提携とは異なった 0.B. S. としての
(7) Alderson, Marketing Behavior… ,p. 16. 
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(8) 
特性を帯びることとなるのである。
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o. B. s.に参加する者は，おのがじし独自の行動をとるよりも，集団の 1
員となることが自己の利益を増大させるものであるとの考慮に基づいて，相
互協力の関係を強化しようとの態度に出るもので，その究極のねらいは，こ
れによって存続と成長の条件を整えようとするところにある。 0.B. S.とし
ての流通径路にあってほ，構成員は，自己がそのうちに包摂されるより広範
なシステムとの調整を図ることによって，生存を遂げ成長を期することがで
きる。それと同時に，流通径路そのものもニコー・マーケティング・システ
ムとして存続と成長を遂げてゆくためには，絶えず環境との間に調和の関係
をつくり出してゆかなければならない。個人についてしまたシステムにつ
いても，存続と成長のかかわる条件としての適応的行動の過程が重視される
ゆえんはここにある。したがって，生態学的システムとしての流通径路につ
いては，オルダースンの 0.B. S. の定理を援用することによって，その本
(9) 
質を鮮明にすることができる。すなわち，
(1) 径路ヽンステムは，構成員が組織に参加し，そこに地位を占めているこ
とに対する期待をかなえようとして協力するとき，よくその生存を続けてゆ
くことができる。
(2) 径路システムは，市場現境のうちにおいて占めている生態的地位を拠
点として，差別的有利性を享有しうる能力を発揮し得たとき，競争的攻勢に
対処して生存を維持してゆくことができる。
(3) 径路、ンステムほ，どのように不利な環境条件のもとにおいても，なお
情報の変化に適応しようとする柔軟性を発揮するとき，よくその生存を全う
することができる。径路の柔軟性は，企業の柔軟性にも増して重要な意義を
もっている。それゆえ，機能の萎縮した構成員に代えて，革新的な構成員や
運営方式を導入することは，径路システムの適応性を発揮させ，生存を維持
(8) Alderson, Dynamic Marketing Behavior, Homewood, Il. 1965, pp. 43-45. 
Stern, L. W. & Brown, J. W., "Distribution Channels: A Social Systems Ap-
proach", Distribution Channels: Behavioral Dimensions ed. by L. W. Stern, Boston 
1969, p. 15. 
(9) Alderson, Marketing Behavior, pp. 52-60. 
Bell, ibid., p. 135. 
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するための必須の要件となる。
(4) 径路ツステムは，生存を維持するためには成長を遂げなければならな
ぃ。拡大発展への能力を発揮し得ない径路システムには，生存維持の可能性
もまた欠けている。拡大発展による径路システムの競争力の強化が，マーケ
ティソグ計画の重要な課題とされるゆえんである。
このようにみるとき，径路システムは，マーケティソグ管理の焦点が合わ
されるべき中枢領域であるといえる。径路システムは，製造業者および販売
業者などマーケティング機能の遂行に当たり，直接の業務関連をもつものを．
構成員として成立するものであるが，それは同時にマーケティング担当の企
業が相合してその利益の増進に寄与すべき消費者をもシステムの構成員とし
て包摂することを拒むものではない。またたとえ構成員として編入されるこ
とはないとしても，消費者は径路システムの重要な環境要因を形成している
ことは否定し得ない事実である。構成員または環境要因としての消費者の状
況ほ，絶えず変化している。径路を構成している企業は，その機能を統合す
るとともに，機能の及ぶ範囲を径路ツステムの全域に拡大し，さらに環境条
件との調整をも図りうるよう柔軟性を発揮することが要請される。
企業が長期にわたり利潤極大化の目的を達成しうるがためには，径路の効
率的管理に待っところがきわめて大きい。マーケティソグ戦略ほ，径路全域
への顧慮のもとに策定されたとき，はじめて健全たりうるものである。した
がって，マーケティング担当者の関心ほ，自己の経営の領域にのみ局限され
るぺきではなく，およそマーケティング計画の遂行に当たり作用関連に入り
込むシステム構成員の全員より，さらに進んで環境要因にまで及ぶものであ
る。マーケティ‘ノグ管理は，径路管理において総合管理としての実を表わす
もので，径路管理はシステム管理の典型であるともいえる。
V 流通径路の統合的管理
流通径路ほ，その構成に参与する企業および個人を越えた独自の管理方式
にしたがうものである。したがって構成員の活動ほ，径路システムの目標な
いし目的の達成に即応するよう調整され，かつ統合されなければならない。
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そのためにほ，活動を導く意思決定の過程においても相背反する要素の介入
することを避け，相互に支持し合いうるよう調和の実があげられることが望
まれる。相互交信の道を開き，策定する計画の間に対立と抗争の生ずること
を努めて回避することは，そうした要請に応えるゆえんである。ここに流通
径路が 1つのシステムとして統一的かつ総合的管理に服しうるものへと成熟
する契機が宿されているのである。いま，そうした契機を流通径路構成の原
(10) 
理とその現実に即して探索すると，次のごとく捕捉することができる。
(1) 流通径路は，相互に作用関連を保つ構成員を要素として組成されてい
るものであるが，それらは，いずれも予期の成果をあげることを狙って組織
のうちに編入されているものである。
(2) 径路の構成員は，相互に承認された共通の目標を達成すべく努力して
いる。径路の参加者が個別的に定める目標を調整し，これを融合させること
は必ずしも容易ではない。ただ相互に折衝を重ねて折合いをつけてゆけば，
相異なるさまざまの願望も融和され，協力への道が開かれる。利益共同体的
意識ほ，強弱の差こそあ九流通径路を貫いて流れる基本的観念であるとい
わなければならない。
(3) 企業が特定の径路に参加するかどうかほ，自由な意思に任されている。
企業は個別的利益を中心として，その去就を決める。他の径路に所属するこ
とが得策であるとされるような情勢が生起すると，径路の構造に異変を来た
し，当初の体制を維持することができなくなる場合が生ずる。
(4) 径路の主宰者は，構成員の活動を調整するとともにこれを統制する。
主宰者は，構成員が個別的に追求する目的に対しては特に千渉を加えること
はないが，径路の総体的目標の達成に協力させうるよう，その活動を規制す
る。
(5) 整備された流通径路においては，競争的行動の適否を判定する基準と
なるべき不文の行動準則が確立しており，構成員の行動はそれによって規制
されている。そうした準則は，集団規範としての性格を帯びるもので，構成
員の行動を規制するうえにおいて実効をあげうるがためには，信賞必罰の原
(10) McCammon & Little, "Marketing Channels……,’'ibid., pp. 329-331. 
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理によって貫かれていることが必要とされる。
このように流通径路ほ，システムとしての統合的管理に服しうる契機を内
蔵しているものであるが，その半面，構成員を結ぶ紐帯は強固なものではな
く，とりわけ参入も脱退も自由な開放的径路にあってほ，構成員の結束ほ弱
く，これが統合管理の実をあげることを阻んでいる。こうした欠陥を補正す
るためには，構成員ほ 0.B. S. としての径路の特質を意識するとともに，
主宰者はそうした特質を発揚しうるよう管理の指針を定めることが必要とさ
れる。
そのためには，まず第 1に径路は企業の雑然たる寄り集まりではなく，一
定の目的を達成しようとの合理的動機によって導かれた企業の集団であると
いう事実が認められなければならない。第2には，構成員の行動には，相互
の対立抗争を誘発する動因が含まれていることは，否定し得ない 1面の事実
であるが，他面，相互協力の体制を築きうる重要な契機が伏在しており，こ
れを顕在化するところに径路管理の要訣が存在することが知られなければな
らない。第3には，構成員は，径路が自己の希望や野心の実現とあわせて目
標の達成をも託しうる場であるという点においてほ，比類のない社会的有機
体であるとして，その特性を認め合わなければならない。第4には，システ
ムとして把握された流通径路は，基本的な「競争の単位」を形成しているも
のであることが承認されなければならない。競争の機能は，競争の単位が個
別企業よりシステムに移ることによって，いっそうよく発揮されうる。企業
が市場成功を遂げ得ないのほ，管理面における欠陥もさることながら，属す
るシステムの選択において適正を欠いていることに基づく場合も決して少な
くない。最後に，流通径路が操作システムとしての機能の発揮を妨げられて
いるとすれば，その根因はシステム的構成の欠陥に由来するものでないかど
うかが問われなければならない。いまもし，径路がシステムとして適切に運
営されておらないとすれば，そうした事態を招来した原因を構成員の個別的
事情に帰するに先だち，集団としての統合的管理において欠けるところがな
いかどうかが顧みられなければならない。
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VI 流通径路における協力と抗争
1. 協力の機構としての流通径路
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0. B. s.としての流通径路は，構成員の協力関係を基軸として構築される
ものであり，またその内部構造は，そうした協力を促進する体制において整
備されなければならない。このことは， 0.B. S. Iまシステムに参加すること
によって，いっそう多くの余剰を獲得することができるであろうことを期待
し，またシステムがそうした期待をかなえさせる限り，これを維持すること
に関心を示す 1群の人びとによって構成されているという事実に顧みても明
白である。
流通径路に対する統合的管理は，協力の機構としての流通径路の特質を発
揚させることを目ざすものである。統合的管理の方式としてほ，特定の企業
例えば製造業者が，自社製品の流通に関与する販売業者との間に所有支配の
関係を結ぶ場合もあれば，あるいは径路を構成する企業相互間の契約に基づ
くこともあり，さらにまた径路主宰者のリーダーシップによる場合もありう
る。いずれにせよ，構成員が協調的行動に出で，径路の成長発展を図るとと
もに，他の径路に対し有効な競争を挑みうるがためには，径路はシステムと
しての統合的管理に服することが必要とされる。径路システムにおいては，
構成員のとる行動は，いずれも同一径路に属する他の構成員が達成すること
を可能とされる目的の範囲を規定するという意味において，相互依存の関係
が生起する。そうした依存関係のうちにほ，協力の体制を築く要因が潜在し
ていると同時に，抗争を誘発する因子もまた含まれている。協力の要因を顕
在化させるとともに，抗争の因子を制御するところに径路管理の要訣が存す
る。
径路管理においては，径路に介在する業務機関が管理の対象とされるのが
通例である。その限りにおいてほ，流通径路は “commercialchannel"と呼
ばれるものに該当し，そこでは消費者は 0.B. S. の外に置かれる。それは
消費者需要ほ，径路行動の操作とは直接に関連する外在的変数であるとして
も，消費者そのものほ，これを集団として組織化するに適しないものである
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との理由に基づくものである。しかし，消費者は径路、ンステムがそれへの適
応化を図るべき環境要因であるとともに，その組織化の可能性よりすれば，
システムの構成要素とすることを拒む理由ほない。径路がシステムとして統
合的に管理されうるかどうかは，これを構成する企業がツステムの存続と成
長のため，どこまで身心を投ずるかにかかっている。この場合，、ンステム存
立の究極的規定要因である消費者が，径路管理の対象よりはずされてよいほ
ずはない。
径路システムの統合的管理に当たり，企業を本位とすれば，他者の生存を
図るため忍ぶことを強要される犠牲の分担を中心とする利害の調整が，重要
な問題を提起するであろう。しかし，消費者利益への寄与に視点を定めた径
路システムの効率的操作という高次の目標に照準を合わせたとき，個別企業
の利害に拘泥した抗争は止揚され，協力を指向する統合的管理に導く契機が
熟するようになる。流通径路ヽンステムは，規範的には協力の体制であるべき
であるとされ，また流通径路構造の叙述に際しても，抗争の側面に触れられ
ることはきわめてまれである。しかし，流通径路の学問的分析においてほ，
抗争の現実面に焦点を合わした議論に遭遇することが少なくない。そうした
議論ほ，その論拠を直接にマーケティングに求めるものでもなく，また必ず
しも流通径路を背景として帰納的に推論されたものでもなく，むしろ社会シ
(11) 
ステム一般に共通する原理にその根拠を置くものである。
2. 径路抗争の原因とその克服
社会システムにおいて，対立抗争の要素がはらまれるのは，構成員がたが
いに相手の行動が自己の目標への到達を阻害しているとか，あるいほ目標達
成のためにとる自己の行動の効果的遂行を妨げていると認める場合において
である。すなわち目標の達成を制約されていると考える構成員が抱く欲求不
満が，抗争を生起させる温床となっているのである。それゆえ，構成員にし
(11) Rosenberg, L. J. & Stern, L. W., Toward the Analysis of Conflict in Dis-
tribution Channels: A Descriptive Model, Journal qf Marketing, Vol. 34. (Oct. 
1970) p. 41. 
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て相手の行動に欲求不満を覚え，相嫉視するものの数が加わるにつれて径路
抗争はいよいよ深刻となる。
(12) 
径路抗争を生起させる原因は，スターン (L.W. Stern)およびゴーマン (R.
H. Gorman)にしたがえば，ぉおよそ次の 6つに帰せられる。すなわち， （a) 
構成員にして期待された機能の遂行より逸脱するもののあること (b)径路に
参加することによって受ける利得の配分について合意に達しがたいこと (c)
現実の認識についての見解が相違していること (d)意思決定の過程に統制が
加えられること (e)構成員の定める目標が一致しがたいこと（f)相互交信に
おいて円滑を欠いていること，などである。こうして生ずる径路抗争に対処
して，不満を抱く構成員は勢力を行使するか，あるいは自己の行動と他の構
成員の行動との調整を図りうるよう組織の内部構造を改変することに，両氏
は抗争緩和の端緒を見出そうとしている。以下，両氏の所説を中心として若
干の検討を加えることとしよう。
まず，抗争の第 1の原因となる機能ないし役割りに関するものについてみ
ると，径路の構成員が径路の総体的目標の達成を指向して分担する機能ない
し役割りが，他の構成員との間の利害の調整を図って，径路の統合的管理に
導く契機であるところよりすれば，果たすべき役割りからの逸脱が径路抗争
の主要要因となる。役割りからの逸脱は，その役割りに期待をかけている他
の構成員の不満を誘発し，その役割りに合致した行動をとるよう圧力を加え
るところに，抗争の原因が潜んでいる。
抗争の第 2の原因となる利得の配分をめぐる問題は，本来，構成員が径路
に参加することによってあげうる利益ほ，相互に制約されているところから
生ずる。協力の態勢は，利得の配分についての合意が成立したとき，はじめ
て整えられうるものである。構成員のうちそれに不満を抱くものが現われる
と，抗争状態が生起するのを免れることができない。
第3の原因である現実の認識についての相違は，径路の構成員は享受して
いる先天的素質や抱く価値観やとる態度に応じて，現実につきそれぞれ独特
(12) Stern, L. W. & Gorman, R. H., "Conflict in Distribution Channels: An 
Exploration", Distribution Channels, ed. by Stern, 156 f.参照。
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の判断を下すによるものである。こうして同一の現象をめぐって，直向うか
ら相対立する見解が生じうる。現実の把握において食違いがある限り，同一
の事態に対処してとる行動もおのずから相違せざるを得ない。これが他者の
欲求不満を招き，ここに抗争の因子がほらまれる。
第4は構成員のあるものが，径路システム内部における意思決定に統制を
加えることを必要と感じているか，あるいは実際にこれを統制しようと企て
た場合，径路抗争が生ずるのを避けることができない。卸売商が小売商の意
図に反した助成の手を差伸べるがごときは，小売商の意思決定に介入するこ
とであり，これが小売商の抵抗を招き，両者の摩擦を来たして，ついには径
路抗争を誘発するという結果を伴う。
第5は目標の不一致に関するものであるが，径路を構成する企業は，いず
れも垂直的な相互依存関係を結び，これを通じて顧客の利益の増進に寄与す
るとともに，自社の利潤目的の達成をも可能とされている。こうした提携関
係に置かれている半面，それぞれの企業は，いずれも独自の目標を設定し，
独特の手段方法を講じてそれを達成しようとしている。しかし，径路ヽンステ
ムに属する企業は，自社の行動が他社に及ぼす影響を顧慮することなしに，
独自の行動方式にしたがうことは許され得ない。そうした制約にもかかわら
ず，なおそれぞれの企業が独立性を保つとともに，目標の追求においても協
調を期しがたい径路構成の現実に顧みるならば，企業間抗争に導く可能性が
潜在していることは否定しうべくもない。
最後に，相互交信による意思の疎通が欠けているところに抗争の原因がほ
らまれることは，十分に了承することができる。相互交信がシステム構成員
の行動を調整するうえに果たす機能の重要性に顧みるならば，相互交信の不
円滑に基づく径路抗争を推論することほ，決して困難ではない。さらにまた，
いっそう精細な情報が求められているにかかわらず，それが満たされないこ
とが，径路内部の対立を深める要因となる場合がある。
こうした諸種の要因に起因する抗争状態を緩和するための方策としては，
まず勢力の行使が考えられる。社会ヽンステムにおいては， 1人の構成員が他
の構成員の行動を改変させるため，勢力の行使という方策に訴えることがあ
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りうる。勢力の発現するところ，それへの服従と背反をめぐる報償と懲罰が
随伴する。したがって，勢力の行使ほ抗争に対処してとられる手段ではある
が，それは同時に，新たな抗争を誘発する動因となることがおそれられる。
さらにまた勢力の行使が，脅迫ないし威圧として相手に迫ることがあれば，
抗争に対処するための手段としてほ健全なものではない。脅迫に対してほ脅
迫をもって報復するというような事態が発生すれば，抗争はいよいよ深刻化
せざるを得ない。なお，共通の脅威に対処するため，関係者が相提携して対
抗勢力の増強を図る場合がある。仕入先より不利な仕入条件を強要された単
体小売商が団結してその勢力を結集し，これに対抗するがごときである。し
かし，これをもって径路抗争の終結を期待することはできない。勢力の行使
に代わって，第2の方策が提案されるゆえんである。
ここに第 2の方策とほ，構成員の行動にして他の不満を買うものがあって
も，あえてこれを改変させようと試みることなく，そうした行動との間にも
なお調和の関係をもたらしうるよう自己の行動を調整することである。その
ためには，まず自己の目標を他の構成員の定める目標に照らして再検討する
ことが要請される。しかし，目標についてはただわずかに調整の余地がある
だけで，これを変更することは万策尽きた場合のほかはあり得ない。それゆ
ぇ，通例とられる方策は，目標達成の手段としての行動の様式を改訂するこ
とである。行動は目標に促されて発現するものであるが，相手が不満を抱く
のは行動についてであって，目標に関してではない。したがって，抗争を回
避しようとすれば，抗争の当事者が相手と融和しうるよう， 自己の行動様式
を改訂するにしくはない。
行動の調整を図る方途としてほ，まず当事者間の甜議折衝があげられる。
商議折衝ほ，当事者問において失われていた協力の関係を回復する契機とな
るものであるが，駈引きに堕して相手の不信を招くことがないよう戒心すべ
きである。商議折衝が抗争の緩和に寄与するのは，相互信頼の念に支えられ
ている場合においてのみである。なお，当事者間の折衝によって行動の調整
を図ることができない場合には，中立の機関が調停のため介入することがあ
りうる。そうした調停は，必ずしも抗争を終結させるものではないが，抗争
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を停止させてシステムの保全を図ることができる。そのほかに，垂直的協力
の関係に置かれるぺき他の企業の幹部を自社の意思決定に参与させるなど環
境を経営構造のうちに吸収することのうちに，行動調整の契機を求めること
もできる。卸売商が，主要仕入先である製造業者の代表者を役員会の 1員と
して招聘するがごときである。最後に，構成員がたがいに気脈を通じて馴れ
合うことも，抗争の回避を狙う行動調整の方式として考えられる。売価およ
び市湯持分をめぐる暗黙または明示の共謀のごときが，これに属する。しか
し，この方式ほ，競争制限禁止立法の趣旨に照らすとき，問題が残されてい
る。
以上が抗争状態より脱出するための行動調整の方式としてあげられる主要
なものであるが，調整の過程において，構成員の交替と行動様式の変化によ
って組織の内部構造に変動が生ずるのを避けることができない。こうした動
的過程を経て，径路ほ抗争の要素より解放され，協力の機構へと脱皮を遂げ
ることを可能とされる。しかし，こうして招来される径路の展開も，抗争を
その根源において除却するに適するものではない。径路抗争を抜本的に解消
するためには，行動システムとしての流通径路の本質観照への開眼と，これ
(13) 
を顕現しようとする共同の精神の発現に待っところが，きわめて大きい。
(13) こうした観点とその展開についてほ，筆者稿「流通径路における垂直的協力と
価格拘束」甲南経営研究第12巻第3号（昭和46年12月）参照。
